














































































間収入 800 万円、給与所得控除後の所得 600 万
円、夫婦子供 2 人、社会保険料控除 88 万円の場
合を想定する。
モデルケース〔表 1〕被災なしの場合は 67 万
円の税負担が、損害額 200 万円で税負担 36 万
円、損害額 420 万円で税負担 0 円となる。損害額



















所得 600 600 600 600
雑損控除 140 360 940
社会保険料 	88 	88 	88 	
扶養基礎控除 152 152 152
所得控除計 240 380 600 940
課税所得 360 220 0 ―340
所得税額 29 12 0
地方住民税 38 24 0
税額計 67 36 0 0








































障害者となった場合 10 分の 9の軽減
表 3
その年の所得金額 損害の程度 損害の程度
50％以上 30％以上～ 50 未満
500 万円以下 全額免除 2分の 1の軽減
500 万円超～ 750 万円以下 2分の 1の軽減 4分の 1の軽減






所得 600 600 600 600
雑損控除 1340 740（繰越） 140（繰越）
社会保険料 	 	 	88 	88
扶養基礎控除 152 152
所得控除計 1340 740 380 240
課税所得 （繰越）　―740 （繰越）―140 　220 　360
所得税額 12 29
地方住民税 24 38

















は 17 万円、所得控除が繰越できない場合は 87 万











































所得 600 600 600 600
雑損控除 1340 	980（繰越） 	620（繰越） 	260（繰越）
社会保険料 			88 			88 			88 			88
扶養基礎控除 		152 		152 	152 	152
所得控除計 1580 1220 860 500
課税所得 （繰越）　―980 （繰越）―620 （繰越）―260 （繰越）100
所得税額 	 	5
地方税 12




















災家屋 40 万戸の再建による経済効果は、40 万戸
× 3000 万円（家屋・家財・車等の平均）＝ 12 兆
円の経済乗数効果 1.5 倍の 18 兆円経済効果があ
ると想定。国・地方税の増額は 18 兆円の 30％の






所得 600 600 600 600
雑損控除 1340 	740（繰戻し） 	140（繰戻し）
社会保険料 	 	 			88 			88
扶養基礎控除 		152 		152
所得控除計 1340 740 380 240
課税所得 （繰戻し）―740 （繰戻し）―140 　220 　360
所得税額 			12 			29
地方住民税 			24 			38
税額計 0 0 20 67
過去年度にお
ける納付税額
0 67 67 67







所得 600 600 600 600
雑損控除 1340 	980（繰越） 	620（繰越） 	260（繰越）
社会保険料 			88 			88 			88 			88
扶養基礎控除 		152 		152 		152 		152
所得控除計 1580 1220 860 500
課税所得 （繰戻し）―980 （繰戻し）―620 （繰戻し）―260 100
所得税額 	 				5
地方住民税 			12
税額計 0 0 0 17
過去年度にお
ける納付税額
0 67 67 67
還付税額 0 67 67 50
前 3 年繰戻し還付合計 184 万円
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宅・家財の 1 世帯当たり価値総計の 2 分の 1
以上の損害額が 100 万円ということはあり








































































被災なしは 36 万円の納税が、被災 6 月は納
税額 0 円、被災翌年 5 月の場合は 33 万円の納
税となり、被災月により減免が異なる。阪神淡
路大震災は平成 7 年 1 月発生、あまりにも減免















6 月 7 8 9 10 11 12 翌 1 2 3 4 5 月 年計
被災なし 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 36
被災 6月 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
被災 10 月 3 3 3 3 0 0 0 0 0 0 0 0 12
被災翌 2月 3 3 3 3 3 3 3 3 0 0 0 0 24
被災翌 5月 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 0 33
災害と税 177
すると、被災 10 月の場合は 12 万円、被災翌年


























































56 年 5 月 31 日以前に建築された家屋で、現行の
耐震基準を満たすための改修工事をした場合は耐














































































































前々年繰戻し 前年繰戻し 被災年 被災翌年 被災翌々年
繰戻なし 0 0 納付　　20
繰戻あり 還付　　47 還付　　67 0 納付　　67 納付　　67
被災者 物の流れ 販売店 物の流れ 製造業① 物の流れ 製造業②
105 万円購入 105 万円売 84 万円売 42 万円売
（税 5万円） （税 5万円） （税 4万円） （税 2万円）
金の流れ 84 万円仕入 金の流れ 42 万円原価 金の流れ 原価労務費
納税義務者と
ならない
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